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研究成果の概要（和文）：研究期間内で，(1)日本のオフィス空間のデザインに関する研究論文のレビュー作業および(
2)開放的かつ〈たまり場〉を有するオフィス空間として，コワーキングスペースを対象とした実証研究を進めた．
(1）では，1980年代から2000年代までの研究は快適性や機能性が追求されてきたこと，それ以降では経営学者らが知識
創造の促進を目的としたオフィス空間のデザインに関する研究を蓄積してきたことを明らかにした．
(2)からは，日本のコワーキングスペースの特徴を6つの視点から明らかにするとともに，国内最大の利用者数を誇るス
ペースを対象に，運営責任者がスペースというオフィス空間を設計していくプロセスを明らかにした．

研究成果の概要（英文）：In the study, (1) we review previous research on the design of the Japanese 
office space and (2) as an typical example of the space with openness and flexibility to use, we focus on 
coworking spaces.
(1) In the study on the design of the Japanese office space, from the 1980s to the 2000s, researchers 
have pursued mainly space comfortability and functionality. And, we show that since 2000, knowledge 
creation theory primarily by management scholars has focused on office space design to facilitate 
knowledge creation process.
(2) In the study on coworking spaces, we revealed the characteristics of the Japanese coworking space 
from six perspectives, namely, facility, management organization, strategy, user, activity, performance. 
And we focused on the coworking space, which has the largest number of users in Japan, to describe the 
trial and error process the space managers are struggling to make the desirable space for users.

研究分野： 経営学

キーワード： 経営組織論　ワークプレイス・デザイン　コミュニケーション　コワーキングスペース
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１．研究開始当初の背景 
本研究ではオフィス空間のデザインとそ

の利用者の活動に着目を向ける．その理由は，
オフィス空間のデザインは主要な組織設計
変数であると注目されてきたにもかかわら
ず，日本における実証研究が不足してきたと
いう背景があるためである． 
たとえば，サイモンもオフィス空間のデザ

インが組織内でのコミュニケーション・パタ
ーンに影響を与えると指摘してきたように
(Simon, 1997)，組織論研究者たちも組織内
での情報処理や知識創造活動にとって，オフ
ィス空間のデザインも重要であるという認
識は有していた．しかしながら，組織論研究
者たちは，分業や調整のデザイン（たとえば，
リエゾンの配置や部門横断チームの設計）に
主たる注目を向け（Galbraith, 1977），オフ
ィス空間のデザインがもたらす効果につい
ては十分な注意と実証努力を積み重ねてき
たわけではなかった． 
欧米では Allen（1977）や Hatch（1985）

など一部の組織論研究者が計量的な実証研
究に取り組んできたにとどまる．わが国では，
たとえば，妹尾（2007）や紺野（2004）など
知識創造理論をベースとする研究者たちが
定性的な個別事例研究をする段階にとどま
っており，少なくとも組織論研究においては
（経営学領域においても）いまだに体系的な
理解が構築されていない研究領域である． 
こうした問題意識のもとに，研究代表者は

オフィス空間のデザインとコミュニケーシ
ョン・パターンに関する研究を継続し，組織
構成員の対面コミュニケーション量を増加
させる変数の探索を主たる目的として，オフ
ィス空間の設計変数について実証研究を蓄
積してきた（たとえば，阿部, 2008）．これ
までの研究を通じて，以下の研究知見を明ら
かにしてきた．具体的には，対面コミュニケ
ーション量を減少させる変数として，組織構
成員間の物理的距離，オフィス空間の開放度
の低さ（パーティション等の遮蔽物の存在，
個室など）が指摘できること，喫煙室など組
織構成員が集まることのできる〈たまり場〉
を設置することによって，組織構成員間の物
理的距離による対面コミュニケーション阻
害効果を減じることができること，オフィス
空間の開放度の低さによる対面コミュニケ
ーション阻害効果は，配属年数（オフィス空
間への慣れ・組織社会化の代理変数）にとも
なって，その効果が薄れる傾向にあること，
などを明らかにしてきた． 
しかし，オフィス空間のデザインに関する

研究には，関連の深い領域である建築学や環
境心理学を検討の対象に加えても，多くの解
決すべき問題が残されている．たとえば，タ
スクの遂行に関するコミュニケーションの
量や頻度を高めるためにはオフィス空間の
デザインが望ましいのか，ということに研究
の主たる焦点が当てられてきた．それゆえに，
特定のオフィス空間でコミュニケーション

が増加するメカニズムの説明や，伝達・共有
される情報・知識に関する内容，コミュニケ
ーションの結果，組織内コミュニケーション
にどのような変化が生じるのかなどの問題
には十分な考察が加えられてこなかった．そ
こで本研究では，〈たまり場〉とオフィス空
間の開放度に主たる注目を向け，残された課
題の解明に着手することとした． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，オフィス空間のデザイン
が，組織内のコミュニケーション活動，およ
び伝達・共有される情報・知識，イノベーシ
ョン創出にどのような影響を与えるかを実
証的に明らかにすることにある．具体的には，
喫煙室などの〈たまり場〉や開放的オフィス
空間での，対面コミュニケーション・パター
ンと組織内のコミュニケーションの特質，伝
達・共有される情報・知識の性質を明らかに
し，当該組織が生成する知識やイノベーショ
ンの性質を解明することを目的としている．  
 
３．研究の方法 
本研究は，(1)文献レビュー，(2)定量的調

査，(3)定性的調査の 3 つの方法を用いて遂
行された． 
 
(1)文献レビューを通じて，日本のオフィス
空間のデザインに関連する研究を，経営学の
みならず，建築学や環境心理学など関連領域
を広く渉猟する．研究の背景で言及したよう
に，少なくとも経営学領域では体系的な理解
が構築されておらず，文献レビュー作業を通
じて，オフィス空間のデザイン研究の到達地
点と残された課題を明らかにする必要があ
るためである．その上で，経営学のアプロー
チを用いて，残された課題を解決する方法を
検討する． 
 
(2)定量的調査を通じて，日本のオフィス空
間のデザインと利用者の行動について明ら
かにしていく．本研究では，コワーキングス
ペースに焦点を当てた．当初は企業のオフィ
スや研究所，大学（理系の研究室）を調査対
象と想定していたが，調査の実行可能性を重
視し，コワーキングスペースを対象とするこ
ととした．オフィス空間の設計と利用者のコ
ミュニケーション，イノベーション等の創出
という研究課題を解明する上では，コワーキ
ングスペースも重要なリサーチ･サイトのひ
とつであると考えられる． 
 
(3)定性的調査を通じて，オフィス空間のデ
ザインと利用者の行動，イノベーション創出
行動について明らかにしていく．本研究では，
日本で最大の利用者数を誇るコワーキング
スペースを対象とし，開設時から約 2年間の
プロセスに注目を向けた．この作業を通じて，
オフィス空間の設計と利用者のコミュニケ
ーション，イノベーション創出行動を明らか
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にすることとした． 
 
４．研究成果 
本研究の研究成果は大きく3つに分類する

ことができる．具体的には，(1)文献レビュ
ーを通じて，日本国内のオフィス空間のデザ
イン研究において蓄積されてきた知見を整
理し，研究の現状と課題を明示したこと，（2）
定量的調査を通じて，わが国のオフィス空間
のデザイン（とりわけコワーキングスペース
に焦点を当て）の特徴を明らかにしたこと，
(3)定性的調査を通じて，コワーキングスペ
ースというオフィス（場）のデザイン・プロ
セスについて明らかにしたこと，の 3点であ
る． 
 
(1)文献レビューは大きく 2 つに分けて進め
られた（下記論文⑫と⑭に対応）． 
まず，論文⑫では，1990 年代末までにわが

国で積み重ねられてきたオフィス空間のデ
ザインに関する研究の到達地点を明らかに
した．具体的には，(a)1990 年末までに取り
組まれてきたオフィス空間のデザインに関
する研究では，建築学者たちを中心としてオ
フィス空間内の快適性や機能性の向上に注
目を向けてきたこと（図 1），(b)その一方で，
経営学のアプローチを用いて，オフィス空間
のデザインとモラールや組織内のコミュニ
ケーションに関する実証研究が積み重ねら
れてきたこと（図 2），(c)しかしながら，こ
れら 2つの研究では，オフィス空間内でのホ
ワイト・カラーの実際の行動やオフィス空間
のデザインとパフォーマンスの関係の解明
などに対して十分な実証努力が払われなか
ったという課題が残されていたこと（この点
は，ニューオフィス化運動に代表されるホワ
イト・カラーの生産性向上を目的としたオフ
ィス空間の改革時に重要視されてきた項目
であった），の 3点である． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 建築学者らの研究を理解する枠組 
 
 

 

 
 
図 2 経営学者による研究を理解する枠組 

すなわち，これらの研究では，オフィス・
ワーカーの相互作用に関する考察，パフォー
マンス（生産性）に関する考察，ハードとソ
フトの両面を考慮に入れた考察が不足して
いることが残された課題であることが明ら
かになった． 
そこで，論文⑭では，わが国で積み重ねら

れてきたオフィス空間のデザインに関する
研究知見のうち，とりわけ 2000 年以降の研
究に注目を向けた．これらの研究では，建築
学者や環境心理学者に加え，経営学者たちも
オフィス空間のデザインを重要視し始めた
点に，それ以前の研究との大きな相違が見ら
れる．具体的には，この時期を契機として，
知的創造や知識創造を促すオフィス空間の
デザインを志向した研究が創始されている． 
これらの研究により導かれた知見は，以下

の3点に集約することができる．具体的には，
(a)実務家や一部の経営学者たちによって知
的生産性を向上させるオフィス空間のデザ
インへの注目が向けられ，その関心にもとづ
いてオフィス空間の設計が行なわれてきた
こと，(b)建築学者を中心として知的生産性
を計量的に把握する試みが積み重ねられ，定
量的なデータにもとづいたオフィス空間の
デザインが志向されてきたこと，(c)経営学
者たちがコミュニケーションを鍵概念にし
て，オフィス空間のデザインについて考察を
加えてきたこと，の 3 点である．すなわち，
それ以前の研究の課題であった，オフィス・
ワーカーの相互作用やパフォーマンスなど
に関する研究が取り組まれるようになった
のである． 
しかし，知的創造や知識創造に関して，研

究者間で十分な合意が形成されていないこ
と，一部の建築学者による知的生産性を計量
的に把握しようとする試みでは，個々の労働
者の生産性に注目を向けているという貢献
があるものの，知的生産性の測定方法に関す
る考察が十分には深められていないことが，
未解決の課題であることも明らかになった． 
これら文献レビューを通じて，(a)オフィ

スの機能性や快適性がパフォーマンスに与
える影響，(b)知的生産性・知識創造（の測
定）と，これらの活動を促進するオフィス空
間のデザイン，(c)オフィス・ワーカーの相
互作用（特にコミュニケーション）の生じる
メカニズムとコミュニケーションがもたら
す成果（パフォーマンス）について，研究の
余地が残されていることが明らかになった．
このうち本研究では，(b)や(c)の課題に焦点
を当て，開放的な空間や〈たまり場〉での相
互作用とイノベーションとの関係を明にす
ることを目的に下記の作業を進めた． 
 
(2)上述の問題を解明すべく，質問票調査に
もとづき，国内のコワーキングスペースの実
態を明らかにする作業を進めた．具体的には
2014年6月時点で稼働しているほぼ全てのス
ペースに対して実施した質問票調査の結果
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を，6 つ（施設，運営組織，戦略，活動，利
用者，成果）のパートに分けて検討した（主
として，下記論文④と⑤，⑥に対応）． 
 
① オフィス空間の特徴 
コワーキングスペースというオフィス空

間の特徴は，約7割弱のスペースの面積は100
㎡以下であること，半数弱のスペースは，開
放性の高い空間（パーティションで仕切られ
てない）を有すること，面積が増えるほど座
席数は増えるが，一定の面積以上になると，
面積と座席数の関係は線形ではない可能性
が示唆される，ということを明らかにした
（表 1）． 
 

表 1 コワーキングスペースの空間の特徴 

  
② 空間デザインと活動 
空間の特徴と運営者や利用者の活動につ

いて考察を加えた．表 2に示すように，座席
数の多いスペースでは，イベントが多く開催
される傾向にある．これは，座席数の多いス
ペースでは，利用者間が密集するため，イベ
ントで交流を図り，利用する際にあいさつ程
度はできる関係を構築しておく必要がある
ため，イベントを増加させている，などの解
釈が成り立ちうる．また，スペースの運営責
任者は，スペース内のコミュニティづくりを
重視するほど，イベント数を増やす傾向にあ
ることも明らかにした． 
 
表 2 イベントとの関係 

 
③空間デザインと利用者 
利用者との関係についても考察を加えた．

表 3に示されるように，面積が広い，もしく
は，座席数が多いスペースほど利用者が多く
なることが示された．また，継続的にコワー
キングスペースを利用すると想定される，会
員割合に注目すると，(a)運営責任者が，利
用者間の相互交流を図るほど，(b)利用者が
運営責任者との交流を期待するほど，(c)利
用者間の交流を期待するほど，会員割合が高
まる傾向も明らかになった．このことから，
運営責任者やユーザによる場づくりが継続
的な利用者割合の向上に寄与することが示

唆された． 
また，スペースの面積と会員利用時間の間

には相関関係がある．さらに，座席数，パー
ティション席数と利用時間の間にも正の相
関関係がみられることも明らかになった．  
 
表 3 利用者との関係 

 
③ 空間のデザインと利用者による成果 
表 4 に示されるように，面積や座席数と，

利用者による成果の間には明確な関係は見
られない．利用時間の増加等をもたらすもの
の，空間の物理的デザインとイノベーション
創出行動の間には直接的な関係が観察され
ないことが示唆される．ただし，会員の利用
時間が長いほど，利用者間の協働による新製
品やサービスの創出，利用者単独での新製品
やサービスの開発が達成されている．これら
の研究知見については，収集したデータに対
してパス解析や回帰分析等を行い，さらなる
考察を加える必要がある． 
 

表 4 空間の特徴と成果 

 
また，利用者間の協働を通じた新たなビジ

ネスやサービスの創出があるほど，もしくは，
利用者単独によるビジネスやサービスの創
出があるほど，会員の割合が高まる．すなわ
ち，利用者による何らかの成果が創出されて
いると運営責任者が認識しているほど，利用
者が定着する傾向にあることが示唆される． 
さらに以下の知見も明らかになった．利用

者数の増加とともに，運営責任者との交流を
期待して，スペースを利用しているわけでは
ない，と運営責任者は考えるようになる．す
なわち，利用者数の増加とともに，運営責任
者と個々の利用者との交流が困難になって
いくと運営責任者が認識していることが示
唆された．また，利用者数が増加するにつれ
て，利用者数を増加させたいと運営責任者た
ちは考えないようになる傾向がある．つまり，
利用者を無制限に増加させ，利益を上げたい
というわけではなく，運営責任者が利用者に
ついて一定の上限を設けようとしているこ
とが示唆される．利益を増加させるためには
利用者数の増加は不可欠であるものの，人数
の増加に伴い問題も生じるためであると考
えられる． 
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④ スペース運営の課題 
質問票調査では，スペース運営の課題につ

いても尋ねた．コワーキングスペースという
オフィス空間のデザイン自体に関する課題
として，施設の改善が指摘されていた．具体
的には，レイアウトの変更や設備の追加等が
指摘されている．また，イベントの充実も課
題の一つであると指摘されている，特定ター
ゲットに絞り込んだイベントの増加，イベン
ト利用に関する情報の発信，勉強会を開催で
きる主催者の獲得などに言及する回答など
がみられた．つまり，スペース空間の物理的
なデザインと，スペースの場づくりが主要な
課題であることが明らかになった（さらに重
要な課題として，新規利用者の増加，スペー
スの存在に関する認知度の向上が指摘され
ている）． 
 

(3)聞き取り調査および公表資料をもとに，
2012 年 12 月に開設され，国内最大規模の利
用者を誇るコワーキングスペース 7F（さいた
ま市大宮区）という場の運営過程について，
前史，揺籃期，確立期，転換期という 4つの
フェーズに分けて詳述した（下記論文③に対
応）． 
 
① 場の設計者の意図と現実 
図 3に示されるように，空間のデザイン・

プロセスはすべてが運営者の意図通りに進
展したわけではないことが明らかになった．
事前調査など入念な開業準備をしたにもか
かわらず，(a)利用者が当初の想定以上に増
加し，開業当初の想定よりも早い段階で事業
が軌道に乗り，事業計画を予定よりも早く達
成していったこと，(b)事前に空間設計につ
いてのアドバイスを得ていたものの，コワー
キングスペースというオフィス空間のデザ
インについて試行錯誤を重ねていたことを
明らかにした． 
その後，(a)利用者は男性の個人事業者が

中心になっていったこと，(b)利用者が高止
まりになり，空間の面積という制約条件を考
慮に入れ新たなビジネスモデルの追求が模
索されたこと，(c)運営責任者の交代に伴い，
場の変容が見られたこと，を明らかにした． 
 

 
 
 

 
 

 
 

図 3 空間のデザイン・プロセス 
 
② 利用者による成果 

開設後数ヶ月の時点で，利用者間の仕事の
相互融通が多く発生していたことからも推
察できるように，利用者間の交流が活発で，
地域住民を含むコミュニティが相当程度形
成されていた（詳細は，下記論文⑬を参照）。
ただし，利用者に関するデータを十分収集で
きていないため，これらの成果が生み出され
た経路の検討が必要である． 
 
(4)今後の課題 
なお，本研究課題は最終年度の前年度にさ

らなる研究の進展を目的として，基盤研究
（C）への申請を行った．結果，採択された
基盤研究（C）「流動的メンバーシップを通じ
たイノベーション創出メカニズム（研究代表
者：阿部智和，課題番号：15K03596，2015 年
度～2018 年度）において，コワーキングスペ
ースという，開放的，かつ〈たまり場〉を有
する，オフィス空間を通じたイノベーション
創出活動を明らかにする予定である． 
とりわけ，残された課題のひとつである，

利用者の視点からコワーキングスペースを
対象とした調査を実施することに注力して
いく予定である．その理由は，本研究では，
コワーキングスペースというオフィス空間
を対象とすることで実証研究を着実に積み
重ねることができたものの，空間デザインの
特徴と運営責任者の認識にもとづいた利用
者行動を測定しているにとどまっているた
めである．利用者間の相互作用，および，相
互作用を通じたイノベーションの創出を解
明するには，利用者の観点からの研究を実施
する必要があると考えている． 
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平成 27 年度北海道大学大学院経済学研究
科・経済学部 公開講座『現代の経営現象を
考える：経営学の視点から』（2015 年 9月 13
日実施）において，「コワーキングの実態」
と題した講座(90 分)を担当．オフィス空間の
デザイン研究のレビューを踏まえ，コワーキ
ングスペースを対象とした実証研究を中心
に一般向けに研究知見の紹介を行った． 
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